
【報告事項】

・県内の産後ケア事業の状況について

・性と健康に関するオンライン相談の開始について

資料４



県内の産後ケア事業の状況について

（１）目的

（２）事業内容

（３）県の取組

出産後1年以内の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行い、産後も安心して
子育てができる支援体制の確保を目的とする。

○実施主体 市町村
○実施方法 宿泊型、デイサービス型、アウトリーチ型
○実施状況
①市町村の実施状況（令和7年4月調査）
宿泊型 19市町村、デイサービス型 24市町村、アウトリーチ型 22市町村

②医療機関・助産所において産後ケア実施可能と回答している機関数（令和6年12月調査）
医療機関 15箇所、助産所 31箇所
（※3形態のうちいずれかが実施可能と回答した機関の数）

①財政支援
令和7年度より、実施主体である市町村に対し県が財政的支援を行うことにより、安心して子育

てができる環境づくりを推進する。
・補助率 国1／2，県1／4、市町村1／4（令和6年度までは国1／2、市町村1／2）
・当初予算額 13,579千円

②各種調査
令和6年度においては、市町村および医療機関・助産所への実施状況調査を実施し、一覧表を作

成している。また、マニュアル整備状況等の調査や、九州各県における広域支援の取組について
調査を実施している。
③研修会、会議の開催
令和6年度に産後ケアに関する研修会および情報共有会議を実施し、地域の実状や課題について

協議した。 １



（４）課題

（５）今年度の取組

現在、市町村が直営または個々で医療機関や助産師等に委託し、事業を実施しているが、管
内に該当施設がない市町村の場合、当該自治体単独での対応には限界がある。

1.市町村の実施状況調査（簡易版：4月時点で実施済み。今後詳細版実施予定）
2.実施可能施設（医療機関側、助産所）調査（産婦人科医会等との協議後に調査実施予定）
3.先行事例の調査
4.関係者向け研修会、連絡会議実施予定
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